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富津市耐震改修促進計画（改定案）   ＜概要版＞ 

 

計画改定の趣旨 

 

■背景 

本市では、地震によって、人的被害が発生したり、防災活動に支障を与えたりする可能

性のある、旧耐震基準で建てられた建物に対して、新耐震基準に適合した補強や建替え等

を進めるよう、平成７年に制定された「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下、

「耐震改修促進法」または「法」という。）に基づき、平成２０年に「富津市耐震改修促

進計画」を策定し、建築物の耐震診断や耐震改修など、耐震化施策を総合的に進めてきま

した。 

その後、平成２９年に見直しを行い、さらに、平成３０年の法施行令改正や令和４年の

千葉県耐震改修促進計画の見直しに伴い、本年度、「富津市耐震改修促進計画」を見直す

ことといたしました。 

■位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象建築物 

 
種類 内容 備考 

住宅※ 戸建住宅、共同住宅 併用住宅、賃貸・分譲共同住宅、長屋住宅等を含む 

特定 

建築物 

多数の者が利用する建築物 

（法第14条第1号） 
多数の者が利用する一定規模以上の建築物 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に

供する建築物 

（法第14条第2号） 

一定数量以上の火薬類、石油類その他の危険物の貯

蔵場又は処理場 

緊急輸送道路沿道建築物 

（法第14条第3号） 
県計画に記載された緊急輸送道路沿道建築物 

公共 

建築物 
市有建築物  

地域防災計画に位置づけられた避難所等 

※平成１２年５月３１日以前に建てられた木造住宅の中には、壁の配置の偏りや接合部の金物の不足により、現

在の基準を満たさないものがあることから、このような住宅についても耐震化を目指します。 

国 

 地震防災戦略 
（中央防災会議） 

耐震改修促進法 

国の基本方針 

県 

千葉県耐震改修促進計画 

千葉県地域防災計画 
 

市 

富津市耐震改修促進計画 

富津市地域防災計画 
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■主な改定点 

 

１）計画期間を令和４年度～令和７年度（４年間）に設定 

 

２）住宅・民間特定建築物の耐震化率の目標を令和７年度で９５％に設定 

 

３）地震災害時に避難上重要な道路を「避難路」として位置づけ、重点的にブロック塀の

倒壊防止の促進を図ります 

  

 ４）緊急輸送道路（１次路線・２次路線）見直しに伴う緊急輸送道路沿道建築物の変更 

耐震化の現状（令和４年度） 

 

■住宅 

種 類 全戸数 耐震性有 耐震化率 

木造・非木造 1６,９６４戸 14,３４４戸 約 85% 

■民間特定建築物 

種 類 全棟数 耐震性有 耐震化率 

多数の者が利用する建築物 84棟 59棟 約 70％ 

■市有建築物 

種 類 全棟数 耐震性有 耐震化率 

防災上重要及び多数の者が 

利用する建築物 
24棟 23棟 約 96％ 
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■耐震化を図るための基本的な考え方 

建築物の倒壊等による人的被害や物的被害を最小化するためには、 市や市民がそれぞ

れの役割を認識することが重要になります。 

■建築物の所有者等の役割 

建築物の所有者等は、自己の責任で自らの建築物の地震に対する安全性を確保する

ことを原則とし、建築物の所有者等自らが率先して耐震診断を実施し、必要に応じて耐

震改修を行うことが必要です。 

■民間建築物 

民間建築物に係る地震対策は、建築物の所有者等が自己責任において、自らの建築物

の安全性を確保することを原則とし、特定建築物の所有者等は、自ら耐震診断を実施し、

必要に応じて耐震改修を行うよう努めることが重要です。 

■市の役割 

市有建築物の耐震診断及び耐震改修等を計画的に実施するとともに、エレベーター

の閉じ込め防止対策や天井等の脱落対策などの安全対策を講じるよう努めます。また、

耐震関係規定に適合しない住宅・建築物の所有者等に対する啓発、知識の普及、情報の

提供及び耐震化の支援策等の措置を講じるよう努めます。 

 

■建築物の耐震化促進を図るための施策等 

１．耐震化の促進を図るための支援策 

○耐震相談会 

○富津市木造住宅耐震診断事業 

○富津市木造住宅耐震改修事業 

２．啓発及び知識の普及 

○防災ハザードマップの作成・公表 

○建築物の液状化に関する情報提供 

○改修・補強方法に関する情報提供 

○パンフレットの作成・配布 

○リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

 

 

令和７年度までの耐震化率の目標 

■住宅・民間特定建築物９５％ 
 


